
 
 

令和４年６月 22 日 
 

報道関係各位 
 

県土整備部 整備企画課 
 

令和 3 年度全建賞受賞について 
 
 

このことについて、一般社団法人全日本建設技術協会では、毎年度、我が国の良質な社会
資本整備の推進と建設技術の発展を促進するために設けられた「全建賞」の表彰を実施しており
ます。 

令和 3 年度は本県の下記プロジェクトが受賞し、表彰式が行われる予定となっておりますので、
お知らせいたします。 

記 

1．受賞の概要 
   受賞部門:全建賞【広報活動部門】 
   受賞事業:「Aomori インフラアカデミー」プロジェクト 
   受賞者:青森県県土整備部 
   受賞理由:本プロジェクトは、「伝わる」ことと「理解される」ことを重視した土木に関する広

報と人材育成スキームである。県内一学年の小学生が何人土木系人材と
なり、県内に戻ってくる人材は何人かという分析による「還流モデル」により人
材育成に焦点化しての実践や、産学官連携による建設業界の担い手不足
問題解消の取り組みであることが評価され、受賞となった。 

 
2．表彰式の概要  
 （1）日  時   令和 4 年 6 月 28 日（火） 午前 10 時～正午 
 （2）場  所   アルカディア市ヶ谷 3 階 富士の間 

（東京都千代田区九段北 4 丁目 2-25） 
             ＪＲ・地下鉄 市ヶ谷駅より徒歩 2 分 
 
※表彰式に関するお問合せは、下記連絡先へお願いします。 

一般社団法人 全日本建設技術協会 会員課 担当:小沢 
TEL:03-3585-4546 FAX:03-3586-6640 E-mail:kaiin@zenken.com 
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資 料-１ 

１．全建賞の概要 

【趣 旨】 

全建賞は、我が国の良質な社会資本整備の推進と建設技術の発展を促進するために設けられ

たものです。 昭和28年（1953年）の全建賞創設以来、日本の社会経済活動を支える根幹的なイン

フラ整備や、その時々の国民ニーズに沿った幾多の取り組みに授賞がなされてきました。 

全建賞の受賞により、事業を進めていくうえで、担当者はもとより、事業に関わった全ての人が喜

び、そして仕事へのやりがいを感じています。 

【対象事業（又は施策）と審査】 

対象は、国、都道府県、市町村、機構・公社等の機関において実施され、全建の地方協会長によ

り推薦された事業(受託を含む)又は施策です。審査は、部門(道路･河川･都市･住宅･建築･港湾･ 

漁港漁場・鉄道)ごとに分かれて、国土交通省の各専門の担当者による予備審査を経て、さらにそ

の後、大学や民間の学識者を中心とした委員による審査委員会（委員長：石田東生 筑波大学名誉

教授･特命教授）を行い、のべ２ヶ月間におよぶ慎重な審査を経た選考が行われます。 

【授賞実績】 

昭和２８年に全日本建設技術協会が設立。以降、毎年優れた建設事業を実施した機関に授与し、

令和 3 年度表彰で６9 回目となる歴史と伝統のある賞です。初表彰以来、今年度を含めて２,８９４事

業が授賞されています。 

全建ホームページでは、平成９年以降の授賞事業の概要と評価がご覧いただけます。 

（全建ＵＲＬ http://www.zenken.com） 

２．賞の種類 
  賞の種類は、次のとおりです。 

①異なる部門の事業が連携した取り組みの部（事業連携の部） 

異なる部門（道路、河川、都市、住宅、建築、港湾、漁港漁場、鉄道）の性格や目的が大きく

異なる事業が連携した取り組み（令和２年度全建賞より創設）。 

②インフラ整備の事業又は施策の部（インフラの部） 

②－1 災害復旧・復興以外の事業又は施策（一般枠） 

  道路、河川、都市、住宅、建築、港湾、漁港漁場、鉄道の８部門の事業又は施策。 

  但し、東日本枠及び災害枠に該当する事業又は施策を除く。 

②－2東日本大震災に係る復旧・復興事業特別枠（東日本枠） 

東日本大震災に係る復旧・復興事業。 

②－3災害復旧・復興事業特別枠（災害枠） 

１０年以内に発生した災害（東日本大震災を除く。）に係る復旧・復興に関する事業又は

施策。 

③特定のインフラに係わらない取り組みの部（特定インフラ以外の部） 

③－1安全・安心確保の取り組み（安全・安心分野） 

（一社）全日本建設技術協会とは・・・ 
国、地方公共団体、機構・公社等に勤務する建設技術関係者 約58,000名 の会員からなる公益団体です。 

本会では、建設技術関係者の技術水準と社会的地位の向上を図り、建設関係施策の円滑な推進及び良質な 

社会資本整備に資することにより、社会の発展と公共の福祉の向上に寄与することを目的としています。 



 国民の安全・安心確保に資する等の社会貢献活動。 

③－2公共事業全般に対する理解促進を図る取り組み（広報活動分野） 

 公共事業全般に対する理解促進を図る取り組み（広報及び後継者育成に資する教育活

動等）。 

③－3公共事業全般に係る調査研究・技術開発や事業制度、施策の確立・実施（調査研究分 

野） 

公共事業全般のあらゆる分野に係る建設技術（調査・研究等手法を含む）の研究開発や

事業制度、施策の確立・実施。 

３．令和３年度全建賞の応募と選考結果 

    国、都道府県、市町村、機構・公社等の機関より、２７８事業の応募があり、審査の結果、 

別紙「令和３年度全建賞授賞事業」の８９事業 が、令和３年度全建賞として選出されました

（受賞率３２.０％）。 

 

事業連携の部

ハード面 ソフト面 ハード面 ソフト面 ハード面 ソフト面

18 166 43 1 4 137 26

応募２７８事業

インフラの部 特定インフラ以外の部

一般枠 東日本枠 災害枠
安全・安心分野 広報活動分野 調査研究分野

事業連携の部

ハード面 ソフト面 ハード面 ソフト面 ハード面 ソフト面

3口程度

3 42 12

・・・審査タイプⅠ（授賞候補数）

・・・審査タイプⅡ（授賞候補数）

 注） 枠、分野名等は全建賞表彰規程で規定する略称により表記。

54口
（70口-5口-8口-3口）

応募(３７)の
５０％程度

応募(２６)の
３０％程度

５口程度

19 8 5

インフラの部 特定インフラ以外の部

一般枠 東日本枠 災害枠
安全・安心分野 広報活動分野 調査研究分野



４．令和３年度授賞事業 

全建賞の応募事業は、それぞれの整備の効果はもちろん、建設技術者の熱意や努力、様々な創

意工夫などにより優れた成果を上げ、高い評価を得られるものばかりです。その中で、全建賞を

授賞された事業は、特に優れた模範となるものです。 

〔本資料に関するお問い合せ先〕 

（一社）全日本建設技術協会 会員課 小沢 

TEL 03-3585-4546 FAX 03-2586-6640 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ kaiin@zenken.comp 


